
学校の働き方改革推進をはじめ政策制度の実現にむけた特別決議 
 
 

給特法の改正から２年。学校現場からは、「教材研究の時間がほとんど取れない」「忙しす

ぎてプライベートがない」「今後も続けられるか不安」などの声があがっており、未だ、働き

方改革を実感できない。また、日教組調査・文科省調査からも実態が過酷なことが明らかに

なった。過労死ライン越えの勤務の常態化や、あってはならないはずの勤務時間記録の虚偽

記載・改ざん、過少申告など、その是正にむけた早急なとりくみが求められる。学校現場で

は膨大な業務にぎりぎりの対応が続いており、子どもたちのゆたかな学びにも影響を及ぼし

ている。 

 

文科省は、22年の教員勤務実態調査において教員の勤務実態や働き方改革の進捗状況を把

握し、その結果をふまえて給特法の法制的な枠組みも含めて検討するとしている。教職員の

命と健康を守り、さらに安心・安全な職場とするために、長時間労働の是正は喫緊の課題で

ある。一方で、もはや現場任せの業務削減は限界となっている。標準授業時数の見直し、持

ち授業時数の上限の設定、部活動の地域移行など、国による大胆な業務削減は必須である。

あわせて、教職員定数の改善、給特法の廃止・抜本的見直しなど、働き方改革が実感できる

学校現場の実現にむけ、日教組は、単組と連携し、引き続きとりくみを強化する。 

 

 教員不足が深刻である。「病気休職者の増加などにより、年度当初だけでなく、その後も教

職員不足数は増加し、現場は疲弊している」「育児短時間勤務を希望したが、代替する教職員

が見つからず却下された。もうやめるしかない」など、悲痛な声が上がっている。学校現場

の努力だけでは、もはやこの問題は解消できない。そもそも、学校現場の超勤多忙化が依然

として解消されず持続可能となっていないことが、教職をめざす人が減少する大きな背景と

なっている。処遇改善をすすめ、国も持続可能な学校現場となるよう、具体的施策の早急な

実施が急務である。 

 

私たちが求める教職員定数・給特法の改正も国会で決められる。その国会に、学校現場で

の経験をいかし、現場の実態や私たちの思いを訴え、改善にむけて議論の最前線でたたかう

日政連議員を一人でも多く送り出すことが、働き方改革をはじめとした私たちの求める政策

制度の実現に直結する。だれもが安心して働き続けることができる職場、子どもたちのゆた

かな学びの保障、そして持続可能な学校現場の実現にむけ、来る７月の参議院議員選挙では、

日政連候補予定者「古賀ちかげ」（比例代表）、日政連「斉藤よしたか」（愛知県選挙区）の必

勝にむけ、組織の総力を結集してたたかう。 

 

以上、決議する。 
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